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     新エネルギー推進計画とは 

1.1. 計画策定の背景及び目的 

① 「エネルギー基本計画」に基づく国の従来の方向性 

 国は、「エネルギー政策基本法」及びそれに基づく「エネルギー基本計画」に従い、エネルギー施策

を推進してきました。この計画では、基本的視点として、エネルギーの安定供給の確保、環境への適合、

市場機能を活用した経済効率性、エネルギーを基軸とした経済成長の実現、エネルギー産業構造の改革

の 5 つを挙げています。また、2030 年に向けて、自主エネルギー比率を現状の 38%から約 70%まで高

める、ゼロ･エミッション電源の比率を現状の 34%から約 70%まで高めるといった目標を掲げており、

その 1 つの手段として、原子力発電所の新増設を推進し、原子力発電の比率を現在の 30%から 50%に

引き上げることとしていました。

■エネルギー基本計画の概要 

② 東日本大震災を契機とした国のエネルギー政策の転換 

 こうした中、平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故により、原子力

発電の安全神話に異論が唱えられ、加えて電力･石油･ガスなどの大規模集約型のエネルギーシステムが

抱える脆弱性が明らかになりました。これらを踏まえ、政府は現行のエネルギー基本計画を白紙から見

直すこととしました。

 平成 24 年 9 月 14 日には、これまでのエネルギー政策に対し、エネルギー安全保障の観点やコスト分

析などを踏まえ、中長期的なエネルギー構成のあり方などを示す「革新的エネルギー･環境戦略」が発

第 1章 

【エネルギー基本計画】 

○エネルギー政策の基本的な方向性を示す

○平成 15 年策定→平成 19 年第 1 次改定→平成 22 年 6 月第 2 次改定

○エネルギー基本計画(第 2 次改定) 
 基本的視点 ： ①エネルギーの安定供給の確保

②環境への適合

③市場機能を活用した経済効率性

④エネルギーを基軸とした経済成長の実現

⑤エネルギー産業構造の改革

2030 年の目標 ： ・自主エネルギー比率を現状の 38%から約 70%まで高める

・ゼロ･エミッション電源の比率を現状の 34%から約 70%まで高める など

 原発の推進 ： 2020 年までに 9 基を新増設

＋

2030 年までに 14 基以上を新増設

原子力発電の比率を、

現在の 30%から 50%に

引き上げ

（のぶながくんとよしもとくん）

 本章では、計画策定の背景及び目的や上位･関連計画との関係性、計画

期間について示しています。また、本計画で対象とする新エネルギーの種

類と概要についても示しています。
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表されました。この戦略は、省エネルギーや再生可能エネルギー等のグリーンエネルギーを最大限活用

することを通じて、原子力発電や化石燃料への依存を低減することを基本方針とし、2030 年代には原

発稼働ゼロを目指して、節電や省エネの徹底、再生可能エネルギーの導入促進、火力発電の高度利用、

電力システムの改革等を実施することとしています。

 しかし、平成 24 年 12 年に政権が交代し、この戦略をゼロベースで見直すこと、エネルギーの安定供

給、エネルギーコスト低減の観点も含め、責任あるエネルギー政策を構築することが新たに発表されま

した。また、できる限り原発依存度を低減させるものの、再稼働は科学的安全基準の下で判断していく

こととし、3 年程度で既存原発の行く末を見据え、10 年以内に新しい安定したエネルギーミックスに移

行させることも発表されました。

 このように、国のエネルギー政策は大きな転換期に入っていると言えますが、全国各地の自治体では、

省エネルギーや再生可能エネルギー等のグリーンエネルギーの最大活用といった軸のブレない政策を

中心とした、独自のエネルギービジョンを策定する動きもみられるようになりました。

③ 愛知県におけるエネルギー政策の動向 

 愛知県では、東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故を踏まえた電力･エネルギーを巡る状況を

踏まえ、電力･エネルギーの安定供給の確保に向けた取り組みを推進し、産業の国際競争力の維持･向上、

雇用の安定に資するため、平成 23 年 5 月 9 日に愛知県電力･エネルギー対策本部を設置しました。

 これまで、自然の叡智に学ぶ持続可能な循環型社会づくりを目指し、脱温暖化、資源循環、自然共生、

安全･安心、参加･協働の社会づくりに取り組んできました。また、「あいち地球温暖化防止戦略 2020」や

「あいち自動車環境戦略 2020」、「愛知県環境学習等行動計画」等により、地域性を踏まえた再生可能エ

ネルギーや省エネルギーに関する取り組みを推進することにより、低炭素社会の実現を目指しています。

 愛知県電力･エネルギー対策本部では、県としてのエネルギー政策の中長期的な取組方向の考え方を

示すとともに、エネルギー関連施策を総合的に推進していくため、「電力･エネルギー政策パッケージ」

を策定しました。ここでは、エネルギー政策の 5 つの基本的視点である安全･安心、安定、環境、経済

性、成長を踏まえ、中長期的に目指す姿として『エネルギーリスクに強く持続可能な分散型エネルギー

システム』を提示し、その実現に向けた取り組みを、需要面、供給面、横断的な取り組みの 3 本柱で整

理し、エネルギー関連施策を総合的に推進することとしています。

④ 豊明市における新たなエネルギー政策の必要性 

 豊明市は、平成 12 年度に「豊明市環境基本計画 21 世紀のとよあけ環境羅針盤」を策定し、『人と人、

人と地域、人と自然の環境理想都市 豊明』を目指し、自然環境、事業環境、都市環境、生活環境、地

球環境、社会環境の 6 分野、自然の保全や風景の保全といった 19 の環境テーマについて取り組んでき

ました。しかし、エネルギー面での具体的な環境テーマ、取り組みは設定されておらず、市としてのエ

ネルギー政策を明確に示す必要性が高まっていました。

 そこで、国や愛知県のエネルギー政策の動向を踏まえ、豊明市としてのエネルギー政策の考え方を整

理するとともに、市民、事業者、行政の協働による具体的な取り組みを検討し、「豊明市新エネルギー

推進計画」（以下、「本計画」という。）を策定しました。
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■国、愛知県のエネルギー政策の動向と豊明市の取り組み 

国の動向 愛知県の動向 豊明市の取り組み

これまで 「エネルギー政策基本法」及び「エネルギー基

本計画」に基づくエネルギー施策の推進 

・エネルギーの安定供給の確保 

・環境への適合 

・市場機能を活用した経済効率化 

・エネルギーを基軸とした経済成長の実現 

・エネルギー産業構造の改革 

東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故の発生 

・大規模集中型のエネルギー供給システムの脆弱性の顕在化 

・原子力発電に対する不安の高まり 

・自立分散型のエネルギー発電･供給システムへの期待の高まり 

平成 23 年 3 月 

「革新的エネルギー･環境戦略」の策定 

・原発に依存しない社会の 1日にも早い実現 

・グリーンエネルギー改革の実現 

・エネルギーの安定供給の確保 

・電力システム改革の推進 

・地球温暖化対策の着実な実施 

「愛知県新エネルギー

関連産業振興計画」「第

3次愛知県環境基本計

画」の策定･推進 

「愛知県電力･エネル

ギー対策本部」設置 

「あいち地球温暖化防

止戦略 2020」の策定 

「愛知県環境学習等行

動計画」「あいち自動車

環境戦略 2020」の策定

「エネルギー･環境会議」の設置 

・「革新的エネルギー･環境戦略」の策定

・「2013 年以降の地球温暖化対策」の策定

【主な取り組み】 

・「豊明市環境基本計画

『21世紀のとよあ

け環境羅針盤』の策

定･推進 

・「エコアクションプラ

ン(庁内等環境保全

率先実行計画)」の策

定･推進 

・市庁舎への太陽光発

電システムの導入 

・省エネ車の導入 

・庁舎東館におけるト

イレ洗浄水の雨水利

用 

・ライトダウンキャン

ペーンの実施 

・住宅用太陽光発電の

補助制度の実施 

・生ごみの分別収集及

び堆肥化の推進 

・BDF 精製装置の導入

など

新しい「エネルギー政策基本計画」の策定へ 

「エネルギー･環境に関する選択肢」の提示 

・2030 年時点の原発依存度を基準とし、3 つの

シナリオを提示（ゼロ/15/20~25）

「革新的エネルギー･環境戦略」の見直し 

「平成 24 年度電力･エ

ネルギー政策パッケー

ジ」の決定 

「平成 25 年度電力･エ

ネルギー政策パッケー

ジ」の策定 

「豊明市新エネルギー

推進計画」の策定 

平成 23 年 5 月 

平成 23 年 6 月 

平成 24 年 2 月 

平成 24 年 6 月 

平成 24 年 9 月 

平成 24 年 12 月

平成 25 年 2 月 

平成 25 年 3 月 

平成 24 年 3 月 
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【コラム】 

海外におけるエネルギー自立に向けた促進制度 

 現在、世界の多くの自治体が、温室効果ガスの排出量を削減し、自然エネルギーを促

進するための取り組みを進めています。目標の設定や市民への啓発といったものから、

規制、税制、建築、交通、開発などの具体的な施策や事業まで、総合的な計画･取り組

みを進める例も多く見られます。このようにして、自力でエネルギー自立に向けて取り

組み、達成してきたパイオニア自治体もありますが、こうした取り組みを広範囲に、か

つ、効率的に普及させていくためには、国のサポートが必要不可欠になります。

 ドイツ環境省では、2007 年から「100%再生可能エネルギー自立地域」プログラムを

実施しています。これは、エネルギー自立を目指して取り組む地域を「100%再生可能

エネルギー地域」として表彰し、自治体に対して専門的なコンサルタントを提供すると

ともに、自治体間のネットワークを形成する施策です。表彰には下記の三つの側面をバ

ランスよく満たしていることが求められます。

①目標レベル：エネルギーシステムを中～長期的に完全に再生可能エネルギーにシフト

すること、その時期を自治体や郡の議会で決定していること。

②行動レベル：目標実現のためのプログラムや活動をすでに実施していること。エネル

ギーコンセプトの作成、行政内組織、住民のネットワークがあること。

③現状レベル：中間目標を達成し、持続可能な地域のエネルギー供給に近づいているこ

と。再生可能エネルギー利用の進捗度、地域暖房、省エネ改修プログラ

ムの有無など。

 上記に関する 30 ほどの項目を評価

した結果、進行度の高い地域を「100%
再生可能エネルギー地域」、それには

至らないが優良な地域を「スターター

地域」として表彰しています。2011
年末で、前者が 78 地域、後者が 40 地

域、参加する地域の規模は人口 1,000
人の村から 90 万人の広域地帯まで多

岐に渡っており、実に 1,780 万人以上

が住む地域がエネルギー自立を目指

しています。

 なお、同様の施策が、オーストリア

（気候エネルギーモデル地域プログ

ラム）やスイス（エネルギー都市認証

制度）においても実施されています。

出典：”100% Erneuerbare-Energie-Regionen”, deENet 

■100%再生可能エネルギー地域とスターター地域 
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1.2. 計画の位置づけ 

 本計画は、豊明市環境基本条例に基づいて策定される豊明市環境基本計画のうち、エネルギー分野に

特化して策定されるものであり、エネルギー･環境施策を総合的かつ計画的に推進することにより、本

市の望ましい環境像『人と人、人と地域、人と自然の環境理想都市（ユートピア）豊明』の実現を目指

すものです。

 また、本計画と同時期に策定される第 5 次豊明市総合計画、第 3 次豊明市都市マスタープランをはじ

め、国や愛知県の上位･関連計画とも整合性を図りながら策定することとします。

■本計画の位置づけ 

1.3. 計画期間 

 計画期間は、既に市民･事業者からの提案によって芽が生まれているプロジェクトもあることから、

初年度を平成 25 年度とします。また、計画の実効性を確保するため、第 5 次豊明市総合計画との連携

を考慮して目標年度を平成 37 年度とし、第 5 次豊明市総合計画の中間見直しのタイミングに合わせて

本計画も見直しを図ることとします。なお、エネルギー･環境分野では、今後の技術革新を見据えた長

期的な視点が必要となることから、21 世紀の半ばを展望できるよう、20 年から 30 年先を見据えた方向

性を示すものとします。

   第 4次豊明市総合計画     平成 18 年度～平成 27年度

『人･自然･文化ほほえむ安心都市 とよあけ』

「豊明市新エネルギー推進計画」 

豊明市 

環境基本条例 

国･愛知県の 

関連計画 

   豊明市環境基本計画「21世紀のとよあけ環境羅針盤」

                 平成 12 年度～平成 27 年度 

『人と人、人と地域、人と自然 環境理想都市
ユートピア

 豊明』 

緑と水辺の 

豊かな環境 

環境と調和する 

循環型産業活動 

快適で安全な 

環境 

循環型 

ライフスタイル 

次世代に残し伝える

地球 

市民が参加してつくる

明るい社会 

第 5次 

豊明市総合計画 

第 3次 豊明市 

都市マスタープラン
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1.4. 新エネルギーの種類と概要 

 新エネルギーとは、日本においては「エネルギー利用

等に関する特別措置法」において『技術的に実用化段階

に達しつつあるが、経済性の面での制約から普及が十分

でないもので、石油代替エネルギーの導入を図るために

特に必要なもの』と定義され、太陽光発電や風力発電、

バイオマスなど 10 種類が指定されています。

 新エネルギーの多くは純国産エネルギーであり、資源

の乏しい日本にとって、その技術開発の推進には大きな

価値があると言えます。

① 太陽光発電 ～太陽の光が持つエネルギーを、太陽電池で直接電気に変えます～

特長 【メンテナンスフリー】 

 システムが比較的単純なため、一度設置するとほとんどメン

テナンスが必要ありません。

【エネルギー源は太陽光】 

 全国どこでも太陽光のある場所なら、基本的にどこでも設置

することができます。

【未利用スペースを有効活用】 

 システムの規模(太陽パネルの面積)を自由に決められるの

で、限られた未利用スペースに設置できます。

課題  気象条件により発電出力が左右されることが課題となりま

す。また、導入コストも次第に下がってはいるものの、更なる

技術開発によるコスト低減が期待されています。

② 風力発電 ～風の力で風車を回し、その回転運動を発電機に伝えて電気を起こします～

特長 【発電コストが低い】 

 新エネルギーの中では比較的発電コストが低く、近年では従

来の電気事業者以外も商業目的で導入を進めています。

【変換効率が高い】 

 風車は、風の持つエネルギーの約 40%を利用でき、比較的

変換効率が高いとされています。

【地域のシンボル】 

“風車は新エネルギーの象徴”というように、地域のシンボル

となり、町おこしにも活用されています。

課題  周辺環境との調和、日本固有の台風などの気象条件に対応し

た風車の開発、電力系統に影響を与えないための技術開発等が

今後の課題とされています。

■新エネルギーの種類 

出典：わかる新エネ(資源エネルギー庁)

■太陽光発電のイメージ 

■風力発電のイメージ 

出典：わかる新エネ(資源エネルギー庁)
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③ バイオマス発電 ～動植物などの生物資源（バイオマス）をエネルギー源として電気をつくります～

特長 【地球温暖化対策】 

 光合成により CO2 を吸収して成長するバイオマス資源を燃

料とした発電は「京都議定書」における取扱上、CO2を排出し

ないものとされています。

【循環型社会を構築】 

 未活用の廃棄物を燃料とするバイオマス発電は、廃棄物の再

利用･減少につながり、循環型社会構築に大きく寄与します。

【農山漁村の活性化】 

 家畜排泄物、稲わら、林地残材など、国内の農山漁村に存在

する資源を利活用することで、農山漁村の自然循環機能の維持

増進･持続的発展につながります。

課題  資源が広い地域に分散しているため、収集･運搬･管理にコス

トがかかる小規模分散型の設備になりがちであるという課題

があります。

④ 中小規模水力発電 ～農業用水路や小さな河川を利用する、出力 1,000kW 以下の水力発電です～

特長 【成熟した技術がある】 

 既に高度に確立された技術を使うため、今まで未利用だった中

小規模の河川や農業用水路等を発電に利用することが可能です。

【自然の形状を有効活用】 

 河川や用水路等の流れをそのまま利用する「流れ込み式中小

水力発電所」は、自然の形状をそのまま利用するので、大規模

ダム等の施設が不要です。

【河川環境の改善】 

 河川の未利用水資源を活用すると、河川環境の改善にもメリ

ットがあり、総合的な環境保全に結びつきます。

課題  その地域が持つ使用可能な水量や有効落差等の条件に左右

されるほか、環境保護の観点から魚などの動植物への影響度調

査が必要な場合があります。また、水利権の取得等をクリアす

る必要があります。

⑤ 地熱発電 ～地下に蓄えられた地熱エネルギーを蒸気や熱水等の形で取り出し、タービンを回して発電します～

特長 【高温蒸気･熱水の再利用】 

 発電に使用した高温の蒸気･熱水は、農業用ハウスや魚の養

殖、地域の暖房等に再利用できます。

【豊富な賦存量】 

 火山国である日本では、地下の地熱エネルギーは豊富です。

【昼夜を問わぬ安定した発電】 

 地下に掘削した井戸の深さは 1,000～3,000m で、昼夜を問

わず抗井から天然の蒸気を噴出させるため、発電も連続して行

われます。

課題  地熱発電所の性格上、立地地区は公園や温泉などの施設が点

在する地域と重なるため、地元関係者との調整が必要です。

■バイオマス発電のイメージ 

出典：わかる新エネ(資源エネルギー庁)

出典：わかる新エネ(資源エネルギー庁)

■中小規模水力発電のイメージ 

■地熱発電のイメージ 

出典：わかる新エネ(資源エネルギー庁)
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⑥ 太陽熱利用 ～太陽の熱エネルギーを屋根の上等に置いた集熱器で集めて、給湯や冷暖房に使用します～

特長 【簡単な操作】 

 太陽光発電と同様にシステムが単純であるため、特別な知識

や操作が必要なく、一般住宅をはじめ理容･美容院等でも手軽

に導入できます。

【状況に合ったタイプの利用】 

 シンプルなシステムから高度利用システムまで、利用状況に

合ったタイプを選ぶことができます。

【ソーラーウォール】 

 従来のように屋根に集熱器を設置するのではなく、外壁など

に設置するもので、暖められた空気を送風機で室内に送り込む

システムです。メンテナンスも楽で耐久性に優れ、運転コスト

も低くなっています。

課題  新エネルギーの中では比較的安価で費用対効果がよいもの

の、他のエネルギーとの競合もあり、生産台数は減少傾向にあ

ります。今後は公共施設等への導入拡大が期待されています。

⑦ 温度差熱利用 ～海水や河川水等が持つ温度差エネルギーを、ヒートポンプを使って利用します～

特長 【身近な熱源を利用】 

 熱源は身近にある河川、地下水、下水などを利用することで

得られます。

【ヒートポンプで高効率】 

 熱を効率よく利用できるヒートポンプ。河川水などの温度差

熱と組み合わせることで、効率が一層良くなります。

【都市型エネルギー】 

 熱源とエネルギー消費地が近いことから、新しい都市型エネ

ルギーとして注目されています。

課題  建設工事の規模が大きいため、イニシャルコストが高くなっ

ています。そのため、地元の地方公共団体などとの連携が必要

となります。

⑧ バイオマス熱利用 ～動植物などの生物資源（バイオマス）をエネルギー源として熱をつくります～

特長 【資源の有効活用】 

 間伐材や廃材など廃棄処分されていたものが、ペレット等の

燃料として再生されるため、消費者もそれらを利用すること

で、資源の有効活用に参加することができます。

【焼却時の排熱利用】 

 バイオマス資源を燃料とした発電では、その際に発生する排

熱をエネルギーとして利用できるため、効率的なエネルギーと

言えます。

課題  バイオマス発電と同様に、資源が広い地域に分散しているた

め、収集･運搬･管理にコストがかかる小規模分散型の設備にな

りがちであるという課題があります。

出典：わかる新エネ(資源エネルギー庁)

■太陽熱利用のイメージ 

■温度差熱利用のイメージ 

出典：わかる新エネ(資源エネルギー庁)

出典：わかる新エネ(資源エネルギー庁)

■バイオマス発電のイメージ 
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⑨ 雪氷熱利用 ～雪や氷の冷熱エネルギーを冷気や冷蔵に利用します～

特長 【デメリットをメリットへ】 

 寒冷地では従来、除排雪、融雪などで膨大な費用がかかって

いた雪を、積極的に利用することでメリットに変えることが可

能になっています。

【冷蔵に向いた冷熱】 

 雪氷熱の冷気は通常の冷蔵施設と異なり、適度な水分を含ん

だ冷気であることから、食物の冷蔵に適していると言えます。

【吸着効果】 

 雪には、塵や埃、アンモニアなどの不快な臭いを吸着する効

果があります。

課題  設置できる地域が限定されるため導入事例が少なく、現在は

農産物の冷蔵などが中心ですが、他分野への応用が課題となっ

ています。

⑩ バイオマス燃料製造 ～生物資源（バイオマス）を加工し、様々な燃料にして利用します～

特長 【資源の有効活用】 

 従来はあまり利用されていなかった資源を有効に活用します。

【進む変換技術】 

 変換技術の進歩により、資源は直接燃焼させるだけでなく、

ガス化や液化が可能となっています。

【注目の輸送用バイオ燃料】 

 バイオマスを原料とする車用の燃料として、主にバイオエタ

ノール、BDF(バイオディーゼル燃料)などがあります。

課題  多種多様な種類が存在するバイオマスは、その性質や発生形

態が異なるため、エネルギー利用のためには様々な変換技術が

必要であり、今後も技術開発･施設整備を進めていく必要があ

ります。

出典：わかる新エネ(資源エネルギー庁)

■雪氷熱利用のイメージ 

出典：わかる新エネ(資源エネルギー庁)

■雪氷熱利用のイメージ 
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     豊明市が目指すべき方向性 

2.1. エネルギー･資源を取り巻く情勢 

① 豊明市の地域特性 

■豊明市の土地利用の変遷 

■日照時間及び日射量（東海地方気象観測所） 

第 2 章 

【まとめ】                                 資料編：資-1～資-6

○肥沃な土地と温暖な気候から農業に適した地域であり、宅地のほかに農用地が市域の多くを占めて

いる。

○北部から南部に向かって緩やかに傾斜した土地で、安定した日射量･日照時間が確保されている。

○人口は微減、世帯数は微増を示しており、世帯人数 1 人あたりのエネルギー消費量が大きい世帯が

増えている。

○一戸建て、持家の割合が高く、住宅での創エネルギー･省エネルギーに取り組みやすい。

○市域の一部ではあるものの、生ごみの分別収集に取り組んでいる。
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（のぶながくんとよしもとくん）

 本章では、豊明市のエネルギー･資源を取り巻く情勢を整理するととも

に、本計画の基本理念･基本方針を示しています。また、基本方針に基づ

く取組推進の方向性、基本的な取り組みの体系図を示しています。

出典：愛知県 土地に関する統計年報(愛知県) 

出典：気象統計情報(気象庁)、
   年間月別日射量データベース

MONSOLA-11(NEDO) 

農用地
23%

森林
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7%
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12%
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28%

その他
25%

［平成 24 年度の土地利用の割合］
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② 部門別のエネルギー消費量 

■豊明市の部門別エネルギー消費量（推計結果） 

③ 新エネルギーの賦存量･可採量 

■豊明市における新エネルギーの賦存量･可採量 

【まとめ】                                    資料編：資-7

○1990 年以降のエネルギー消費量をみると、全体では 1990 年の 3,645TJ から 2011 年の 4,266TJ と、

緩やかな増加傾向を示している。

○2011 年の部門別のエネルギー消費量は、産業部門で 1,377TJ（1990 年比：約 29%減）、民生家庭

部門で 1,110TJ（同：約 30%増）、民生業務部門で 1,173TJ（同：約 43%増）、運輸部門で 606TJ
（同：約 30%増）となっており、民生部門での増加が著しい。

【まとめ】                                 資料編：資-8～資-23

○豊明市における新エネルギーの賦存量をみると、太陽エネルギーの賦存量が大きいことが分かる。

○可採量は、発電分野では太陽光発電のほか、一般廃棄物を利用した廃棄物発電、河川等を利用した

中小規模水力発電に比較的大きなポテンシャルがある。

○熱利用分野では、太陽熱利用、地中熱利用、廃棄物熱利用に大きなポテンシャルがある。

○豊明市においては、太陽エネルギー、水力エネルギー、廃棄物エネルギーがある程度のポテンシャ

ルがあると考えられる。
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■豊明市の資源マップ 

【太陽光発電】 

 前述のとおり、北部から南部に向かって緩やかに傾斜しており、市域全域で安定した日射量･日照時間が確

保されている。市域の北東部及び南部は農業振興地域でもあり、農用地区域も多く指定されている。また、市

庁舎の屋上には既に設置されているが、市立小中学校等の屋上への太陽光発電システムの設置も考えられる。

【中小規模水力発電】 

 傾斜した土地に合わせて若王子川や井堰川、皆瀬川、正戸川が流れており、市域西部には豊富な水量があ

る愛知用水が流れている。

【バイオマス発電･熱利用】 

 市域中央部には大小様々な公園･緑地が点在し

ており、剪定枝を利用したバイオマス発電･熱利

用も可能である。現在では、市域東部にある沓掛

堆肥センターにおいて、分別収集された生ごみの

堆肥化が取り組まれている。
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2.2. 基本理念･基本方針 

 生活の利便性の向上や経済活動の高度化･多様化に伴い、エネルギー需要が増加を続ける一方で、エ

ネルギーの安定供給、安全確保等が懸念されています。また、国のエネルギー政策の方向性も示されて

おらず、地方自治体、そして国民も進むべき道を定めきれないでいます。しかし、省エネルギーや再生

可能エネルギー等のグリーンエネルギーの最大活用といった軸のブレない政策もあり、全国各地で独自

のエネルギー政策を定める動きがみられています。

 豊明市においても、市民･事業者と連携し、こうした軸を中心としたエネルギー政策を進め、地方か

ら国の動きをつくっていこうとしています。しかし、これから国の方向性が示されようとしている中、

短期的な視点の計画では、すぐに見直しを図る必要が出てしまう可能性があります。そこで、豊明市の

エネルギー･資源を取り巻く情勢を踏まえ、今後の技術革新及び 20 年~30 年先の将来の豊明市のエネル

ギーを見据えて、そのために今できること、今後取り組んでいかなければならないことをまとめる必要

があり、本計画の基本理念及び基本方針を以下のように設定しました。

2.3. 基本方針に基づく取組推進の方向性及び取組体系 

 豊明市のエネルギー･資源を取り巻く情勢を踏まえ、①創エネについては「太陽光発電の導入を促進

する」「多様なエネルギー源の利用を推進する」、②省エネについては「省エネルギー型ライフスタイル

へ転換する」「省エネルギー機器･設備への更新を促進する」、③親エネについては「エネルギー･環境学

習の機会をつくる」「グリーンエネルギーに触れる機会をつくる」を、それぞれ取組推進の方向性とし

て設定します。

 また、「人･地域･自然のつながり」を根底に据え、時代の情勢も踏まえて「市民参加」「域内経済活性

化」「安心･安全」の 3 つの視点にも留意して取り組みを検討することとしました。

 これらを踏まえた取組体系を次のとおりとします。なお、創･省･親エネルギー推進プロジェクトは、

基本方針及び基本方針に基づく取組推進の方向性を横断的な視点で捉え、総合的に本市の創･省･親エネ

ルギーを推進するプロジェクトとして位置づけます。

「地域のエネルギーで豊かに暮らすまち･豊明」 基本理念 

① 創エネ「地域で“創”る、地域のエネルギー」

② 省エネ「無駄を“省”き、賢くエネルギーを使う」

③ 親エネ「学びを通じて、エネルギーに“親”しむ」

基本方針 
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■取組体系図 
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【コラム】 

水素社会 

 水素社会とは、石油や石炭などの化石燃料あるいは原子力によるエネルギーを、全て

水素エネルギーに代替させた社会のことです。

 従来の化石燃料は、燃焼させると CO2を排出しますが、水素は廃棄物として水しか

出さない文字通り“クリーンエネルギー”です。しかも、水素は化石燃料の 3 倍以上

の燃焼エネルギーを持っており、大規模電力発生源としても申し分ありません。また、

水素と空気との化学反応によって発電した電気エネルギーを使って自動車を動かすこ

ともできます。もちろん、放射能も出さなければ、産地の偏在もなく、枯渇の心配もあ

りません。つまり、地球温暖化や大気汚染、資源戦争もない平和な社会を創りだします。

 一方で、水素社会の実現にあたっては、大きく 2 つの課題をクリアする必要があり

ます。1 つ目は、水素ガス資源が地球上に存在せず、何らかの化合物からエネルギーを

使って取り出さなければならない二次エネルギーであることです。つまり、水素はエネ

ルギーの最終消費段階では大気汚染物質や CO2を排出しませんが、現段階では、水素

の製造工程で間接的に CO2を排出します。2 つ目は、水素を貯蔵･保管･輸送するのに

要するエネルギーが化石燃料のそれより高いことです。水素の体積エネルギー密度はガ

ソリンの 3000 分の 1 であり、ガソリンタンク並の容器に貯蔵するためには、3000 分

の 1 に圧縮しなけれなりません。つまり、極低温と超高圧を必要とし、大きなエネル

ギーを使うことになってしまいます。

 現在、水素技術開発に向けて、産･学･官が結集し、技術開発･実証･規制見直しを一体

的に推進しています。この水素社会の立役者である“水素”を如何にして自然エネルギ

ーから経済的に作りだし、そしてそれを安全に取り扱うかが、東日本大震災から立ち直

ろうとする日本の今後の課題と言えます。

出典：NEDO の水素社会実現に向けた取り組み(独立行政法人 新エネルギー･産業技術総合開発機構)

■水素需給の現状及び将来像 
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     創･省･親エネルギー推進プロジェクト 

3.1. 基本的な取り組み 

 基本方針に基づく取組推進の方向性に基づき、本市が取り組む基本的な取り組みを以下に示します。

①【創エネ】太陽光発電の導入を促進する 

＜公共施設に率先的に導入する＞ 

 市庁舎、図書館、小中学校等の公共施設については、国や県の支援制度を最大限に活用し、太陽光発

電システムを率先的に導入します。また、民間事業者への公共施設の屋根貸しに取り組み、官民連携に

よって太陽光発電を導入していきます。

 さらに、公園や道路、歩道等の街路灯には、ソーラー街路灯や LED 照明の設置を推進します。

＜家庭･事業所への導入を支援する＞ 

 初期費用負担を軽減し、家庭での太陽光発電システムの導入を促進するために、「住宅用太陽光発電

の補助制度」を実施しています。

 また、事業所への導入を促進するため、国や県と協調し、事業所用の支援制度の構築を検討し、個々

の分散型小規模発電を繋げたバーチャルメガソーラーの実現を目指します。

＜農地･水面への設置を検討する＞ 

 公共施設や住宅といった建物の屋根だけでなく、市内に広がる農地やため池の水面上への太陽光パネ

ルの設置を検討していきます。

＜エネルギーの有効活用を検討する＞ 

 太陽光発電システムで発電した電力を蓄電池に蓄え、夜間に利用したり、他の地域に供給するなど、

太陽光エネルギーの有効利用に向け、先進技術の動向把握等を行っていきます。

■公共施設における太陽光発電システムの導入事例      ■ソーラーシェアリング 

出典：ソーラーシェアリング上総鶴舞 HP 

第 3章 

（のぶながくんとよしもとくん）

 本章では、基本的な取り組みに加え、横断的な視点で総合的に創･省･

親エネルギーの推進に関するプロジェクトについて、取組概要、ターゲッ

ト、展開方策、あるべき姿、参考事例を示します。

［豊明市役所］ ［大原公園(豊明市)］
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＜設備導入･活用の仕組みをつくる＞ 

 市民、事業者、行政の協働により太陽光発電システムを導入･活用し、それぞれが様々な形で恩恵を

享受できる仕組みを検討･構築し、地域のエネルギーで豊かに暮らす社会を創ります。

■一般的な市民共同発電所と東近江モデルの概念図 

出典：東近江モデルを適用した市民共同発電事業（ひがしおうみコミュニティビジネス推進協議会）

②【創エネ】多様なエネルギー源の利用を推進する 

＜生ごみのエネルギー化を検討する＞ 

 市内の一部地域で取り組まれている生ごみの分別収集を継続し、堆肥化だけでなく、発酵時に発生す

るバイオガスを利用した発電等について検討を進めていきます。

＜地中熱の利用を検討する＞ 

 市内での地中熱利用の可能性を検討するとともに、今後の宅地造成等に併せて地中熱利用の検討を推

進します。

■地中熱利用の形態 

出典：特定非営利活動法人 地中熱利用促進協会 HP 
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＜次世代自動車等先進エコカーの導入促進＞ 

 ハイブリッド自動車や電気自動車、燃料電池自動車等の次世代自動車に加え、その時点の技術水準に

照らして環境性能に特に優れた従来車も含めた、次世代自動車等先進エコカーの普及を促進します。

＜愛知用水の利用を検討する＞ 

 愛知用水を利用した小水力発電の可能性について検証し、発電した電力の有効利用等について検討を

進めていきます。

＜BDF の製造･利用の推進を検討する＞ 

 家庭から出る廃食用油の回収を徹底し、豊明市清掃事務所でバイオディーゼル燃料に変換し、ごみ収

集車や公用車の燃料として利用するなど、BDF の製造･利用の推進を検討します。

■バイオディーゼル燃料導入事業モデル 

出典：県内市町村向け「バイオディーゼル燃料導入ガイドライン」(愛知県)

③【省エネ】省エネルギー型ライフスタイルへ転換する 

＜エネルギー使用量の見える化を推進する＞ 

 「環境家計簿」の取り組みを普及したり、「省エネナビ」「エコワット」「エコドライブナビ」といっ

たエネルギー使用量の見える化に繋がる機器等の無料貸し出しを行い、現状を把握し、省エネルギー型

ライフスタイルへの転換を図っていきます。

＜効果的な省エネルギー行動を普及する＞ 

 日々の暮らしの中で取り組むことができる省エネルギー行動について、対策効果と合わせて内容の普

及を図っていきます。

＜省エネ伝道師認定制度の導入を検討する＞ 

 家庭で取り組む省エネルギー行動に関する認定試験を設け、試験に合格した市民を省エネ伝道師とし

て認定し、省エネルギー行動の普及を図っていきます。

＜省エネルギー行動に対するインセンティブを検討する＞ 

 市民や事業者が取り組む省エネルギー行動に対して、優秀な事例に対して表彰･認証する制度を設け

るなど、市民･事業者が省エネルギー行動を継続したくなる仕組みを検討･構築します。
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■省エネナビ、エコワット、エコドライブナビ 

出典：刈谷市 HP

④【省エネ】省エネルギー機器･設備への更新を促進する 

＜省エネルギー機器･設備更新に対する費用対効果を示す＞ 

 建物の省エネルギー化を促進するため、省エネルギー機器･設備への更新による費用対効果を検証す

るとともに、導入ガイドラインを作成し、導入の促進を図ります。

＜省エネルギー機器･設備更新に対する支援制度を検討する＞ 

 省エネルギー機器･設備への更新に対する補助制度等の支援制度を検討します。

■省エネ建築物のモデル像 

出典：葛飾区 建物の省エネ･ガイドブック 住宅編（葛飾区）

⑤【親エネ】エネルギー･環境学習の機会をつくる 

＜エネルギー･環境学習の教材を開発する＞ 

 児童･生徒のエネルギー･環境学習の機会を増やすために、CSR 活動に取り組む民間事業者や環境保全

活動に取り組む市民団体等と連携し、教科学習及び総合的な学習の時間で活用できる教材の開発を行い

ます。
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＜エネルギー･環境学習のリーダーを育成する＞ 

 小中学校の教職員や CSR 活動に取り組む民間事業者、環境保全活動に取り組む市民団体等を対象と

した研究会を開催し、エネルギー･環境学習のリーダー育成を図ります。

■自然エネルギー学校 

出典：京エコロジーセンターHP 

⑥【親エネ】グリーンエネルギーに触れる機会をつくる 

＜公共施設のエコプラザ化を検討する＞ 

 公共施設については、エネルギー使用量の見える化を率先的に行ったり、太陽光発電システムによる

発電量等の見える化を図り、市民が日常的にエネルギーに触れられる機会を増やします。

＜エネルギー･環境に関するイベント･勉強会を開催する＞ 

 エネルギー･環境に関するイベントや勉強会を開催し、市民が日常的にエネルギーに触れられる機会

を増やします。
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【コラム】 

エネルギーパス 

 エネルギーパスとは、EU 全土で義務化されている「家の燃費」を表示する証明書で

す。EU では、一年間を通じて快適な室内温度を保つために必要なエネルギー量が明示

されています。床面積 1m2あたり○kWh 必要といった形で数値化されており、誰でも

簡単に家の燃費を確認することができます。

 例えば、30kWh/m2の燃費性能を持つ床面積 100m2の家の場合、一年間で必要な冷

暖房エネルギーは 3,000kWh であり、この家のエネルギーを全て灯油で賄う場合、一

年間で 300l の灯油が必要という計算になります。

 環境先進国ドイツでは、2002 年から全ての新築住宅に年間のエネルギー消費量と

CO2排出量の表示を義務付ける「エネルギーパス制度」が始まり、2009 年 1 月からは

賃貸･売買される既存住宅、2009 年 7 月からは賃貸･売買される非住宅建築物も義務の

対象となりました。また、EU では 2002 年の EU 指令に基づき各国が義務化を進めて

います。

 これまで、車を購入するときに燃費を考える

のは当たり前になっていますが、住宅を借りた

り、購入したりするときに“建物の燃費”を知

る基準数値がありませんでした。省エネや断熱

をウリにした住宅はあったものの、エネルギー

効率や燃費の基準になる共通のモノサシがあ

りませんでした。

 日本でも、2011 年 7 月に社団法人日本エネ

ルギーパス協会が設立され、“建物の燃費”と

いう考え方が知られるようになってきました。

これまで、築年数で建物の価値が決まってしま

う側面がありましたが、この制度が日本で普及

すれば、電力などのエネルギーをなるべく使わ

ない経済的な家を選びたいという人が増え、不

動産市場に“建物の燃費”という新たな価値が

生まれることが期待されます。
出典：社団法人日本エネルギーパス協会

■エネルギーパス 
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3.2. 創･省･親エネルギー推進プロジェクト 

 基本方針及び基本方針に基づく取組推進の方向性を横断的な視点で捉え、新エネルギーの推進に関す

る先進事例を参考にしつつ、総合的に本市の創･省･親エネルギーを推進するプロジェクトを以下に示し

ます。

① 太陽光発電屋根貸しプロジェクト 

 市民参加型による『新しい公共』という考えの下、市民協働発電制度を核とする、

市内小中学校等の市有施設の屋上を活用した太陽光発電屋根貸し事業を行う。太陽光

発電システムの導入により、環境教育の実践、災害時における市有施設の防災機能強

化、域内経済活性化を図ることを目的とする。

取組概要 

・民間事業者 (太陽光発電システムの導入･発電に取り組む事業者、施工事業者 等) 
・市民

ターゲット

①民間事業者は、市有施設の屋上を活用し、停電時の電力供給、環境教育への活用、

市民ファンド等による市民参加、域内経済活性化に繋がる太陽光発電屋根貸し事業

を提案する。

②事業選定された民間事業者は、提案内容に基づいて太陽光発電システムを導入する。

③市に市有施設の屋上の使用料を支払いながら、太陽光発電及び電力会社への売電に

取り組む。この際、市民ファンド等の手法で資金確保を行っていれば、売電収入の

一部を出資者に還元する。

展開方策 

「市民の活力を活かした次世代エネルギー導入モデル (鹿児島県薩摩川内市)」 

 市民の活力を活用して再生可能エネ

ルギーを導入し、それをきっかけに市民

の活力が更に高まるような仕組みづく

りを目的としている。

 戸建の持ち家がない人や太陽光発電

を行うにあたり初期投資が難しい人が、

次世代エネルギー導入に貢献できるよ

う、市民ファンドや市民参加型ミニ公募

債などの仕組みを検討している。

参考事例 

出典：薩摩川内市 次世代エネルギーウェブサイト

 市内小中学校を足がかりに、市庁舎、図書館、体育館、公民館など、様々な公共施

設を対象として太陽光発電屋根貸しプロジェクトを展開する。

あるべき姿
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② 太陽光発電導入促進プロジェクト 

 市民ファンドにより、豊明市内外から出資金を募り、出資金を基に太陽光発電に取

り組みたい市民の住宅に太陽光発電システムを設置する。市民は発電した電力のうち

自宅で使わず余った電力を電力会社等に売電する。また、月々定額料を支払い、そこ

から出資者に還元する。

取組概要 

・市民ファンドを設置する事業主体

・市民（豊明市、愛知県、全国）

ターゲット

①環境保全活動に取り組む市民団体等と連携し、市民ファンドを募る事業体を設置す

る。

②豊明市、愛知県、全国に対して市民ファンドの仕組みを宣伝し、出資を募る。

③豊明市内において、太陽光発電に取り組みたいと考えている家庭を募集する。

④市民ファンドの出資を基に、家庭での太陽光発電システムの導入を促進する。

⑤太陽光発電システムを導入した家庭では、月々定額料を支払うとともに、発電･自家

消費・余剰電力の売電を行う。

展開方策 

「おひさま 0円システム (おひさま進歩エネルギー株式会社)」 

 「おひさま 0 円システム」は、一般のご家庭等に初期費用 0 円で太陽光発電パネル

を設置する事業である。自然エネルギーの普及への思いのある全国の市民からお預か

りした市民出資（おひさま

ファンド）を活用して南信

州の個人宅等に太陽光発電

パネルを設置し、設置者か

らは 9 年間月々定額でお支

払いいただく仕組みとなっ

ている。

参考事例 

出典：おひさま進歩エネルギー株式会社 HP

 豊明市内の多くの家庭で太陽光発電に取り組むとともに、FIT 終了後を見据え、地

域毎に蓄電池を導入し、日中発電した電力を蓄電し、夜間及び地域内で融通できるシ

ステムの構築を目指す。

あるべき姿
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③ エネルギー･環境学習プロジェクト 

 持続可能な社会の構築を目指し、エネルギー･環境問題の解決に向け、主体的かつ

適切に判断し行動できる人材を育成することを目的として、小中学校における教科学

習及び総合的な学習の時間を活用した、体感型のエネルギー･環境学習を推進する。

取組概要 

・児童･生徒、小中学校の教職員

・CSR 活動に取り組む民間事業者、環境保全活動に取り組む市民団体

ターゲット

①愛知県環境学習等行動計画を踏まえ、豊明市におけるエネルギー･環境学習に関する

考え方を整理する。

②CSR 活動に取り組む民間事業者や環境保全活動に取り組む市民団体等と連携し、体

感型のエネルギー･環境学習プログラムを開発する。

③教員に過度な負担がかからないよう、教科学習の時間の中で取り組むことができる

エネルギー･環境学習を推進するとともに、総合的な学習の時間等を活用し、民間事

業者や市民団体を講師とした体感型のエネルギー･環境学習を推進する。

展開方策 

「Eco･エコ 省エネゲーム (足元から地球温暖化を考える市民ネット･えどがわ)」 

Eco･エコ省エネゲームは、300 万

円の資金を使って、標準家庭 4 人世

帯の家財や家電製品を買い換えるこ

とでどのくらいの省エネができるか

を競い合うゲーム。ポイントは、我

慢せず、これまでの生活レベルを落

とすことなく省エネすること。

 足元から地球温暖化を考える市民

ネット･えどがわでは、ゲームの進行

と理解に繋がる解説を行うファシリ

テーターの派遣を行っている。

参考事例 

出典：足元から地球温暖化を考える市民ネット･えどがわHP

 豊明市におけるエネルギー･環境学習に関する考え方を整理した行動計画を示すと

ともに、民間事業者や市民団体等と連携してエネルギー･環境学習プログラムを開発

し、市内小中学校全校で取り組む。

あるべき姿
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④ エコポイントプロジェクト 

 生ごみの分別収集、住宅用太陽光発電補助制度の活用、ひまわりバスの利用、環境

イベントへの参加といった環境配慮活動に対してエコポイントを発行する。また、市

内の商店街やレストラン･商業施設等と連携し、貯まったエコポイントに応じて、商

品券やサービスが受けられる仕組みを構築する。

取組概要 

・市民

・商店街や市内に店舗を構えるレストラン･商業施設等

ターゲット

①生ごみの分別収集、住宅用太陽光発電補助制度の活用、環境イベントへの参加とい

った特定の環境配慮活動に取り組む市民に対してエコポイントを発行する。

②市内の商店街やレストラン･商業施設と連携し、貯まったエコポイントに応じて商品

券の発行やサービスの提供を行う。

③市では、プロジェクト協賛店舗の PR や、エコポイントを多く貯めた市民の表彰など

に取り組む。

④EXPO エコマネーや名鉄たまルンとの連携も視野に入れて検討する。

展開方策 

「子育て家庭優待カード『はぐみんカード』事業 (愛知県)」 

 愛知県では、地域社会全体で子育て家

庭を支える機運の醸成を図るため、市町

村と協働で「子育て家庭優待カード事

業」を実施している。子育て家庭に配布

される『はぐみんカード』を県内の協賛

店舗･施設で提示すると、店舗独自に設

定する商品割引やサービス等の様々な

特典を受けることができる。

参考事例 

出典：愛知県 子育て家庭優待カード事業 HP

 エネルギー･環境分野だけでなく、健康、子育て、交通など、ポイント制度の分野

を広げていき、相互利用できるようにする。

あるべき姿
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⑤ エコ改修＆地中熱利用プロジェクト 

 壁や窓の断熱化、高効率型照明や空調、太陽光発電の導入等による省エネ効果を検

証し、公共施設における環境配慮整備指針を策定する。また、整備指針に基づき、公

共施設の保全改修等に併せて環境配慮項目を導入するとともに、地中熱利用にも取り

組み、環境配慮の仕組みや効果が体感できる施設として整備する。

取組概要 

・民間事業者 (市内の建設事業者、地中熱利用に取り組む民間事業者) 
・市民や児童･生徒などの公共施設利用者

ターゲット

①既存の公共施設において、モデル的に環境配慮整備を行い、省エネ効果の検証を行

う。また、検証結果に基づき、公共施設における環境配慮整備指針を策定する。

②市内の設計･施工等の建設事業者を対象とした説明会を開催し、環境配慮整備指針の普及

を図る。

③環境配慮整備指針に基づき、公共施設の保全改修等に併せて環境配慮項目を導入す

る。また、市内の地中熱利用のポテンシャルを調査し、ポテンシャルを有する地域

では積極的に導入し、地中熱利用の仕組みや効果が体感できる施設として整備する。

展開方策 

「学校エコ改修と環境教育事業 (環境省)」 

 学校エコ改修と環境教育事業は、

学校施設のエコ改修と改修校舎を

活用した環境教育により、民生部門

での温暖化防止のための環境省が

所管した補助事業。

 地域の建設事業者を対象に、環境

建築を担う技術者育成を目的とし

た研究会を開催し、研究会参加者を

主にエコ改修設計のプロポーザル

コンペを開催している。

参考事例 

出典：学校エコ改修と環境教育事業パンフレット

 太陽光発電屋根貸し事業と同様に、教育効果が期待できる市内小中学校をはじめ、

市庁舎、図書館、体育館、公民館など、様々な公共施設を対象としてエコ改修＆地中

熱利用プロジェクトを展開する。

あるべき姿
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⑥ 新エネアグリプロジェクト 

 農地の上やビニールハウスの屋根･側面に太陽光発電システムを設置するなどし、

農業と太陽光発電事業の共生を目指す。これにより、太陽光発電の普及だけでなく、

農業者の収入拡大や後継者不足の解消、耕作放棄地の解消等を併せて図る。

取組概要 

・農業者、土地所有者

・民間事業者(太陽光発電システムの販売、施工業者 等) 
ターゲット

①豊明市には、農地以外での土地利用が厳しく制限されている農業振興地域の農用地

区域内の農地が多く存在するため、国や愛知県における農地転用許可制度の取扱い

に対する動向を把握する。

②先進事例や実験等を基に、太陽光発電事業と共生できる農作物を調査･検討する。

③農業者を対象とした、農業と太陽光発電事業の共生に関する説明会･勉強会を開催する。

④農地の上やビニールハウスの屋根･側面に太陽光発電システムを設置し、農業と太陽

光発電事業を同時に取り組む。

⑤生産された農作物に対して付加価値を付けるなどの仕組みを検討する。

展開方策 

「ソーラーシェアリング上総鶴舞 (千葉県市原市)」 

 ソーラーパネルを耕作地の上に設

置して、耕作で余剰した太陽を利用

する「ソーラーシェアリング」に取

り組んでいる。平成 25 年 4 月に農

林水産省が公表した「支柱を立てて

営農を継続する太陽光発電設備等に

ついての農地転用許可制度上の取扱

いについて」のガイドラインを受け、

市農業委員会に申請し、県知事より

許可を受けて取り組んでいる。

参考事例 

 農業と太陽光発電事業の共生により、農地の資産価値の向上、耕作放棄地の有効利

用等を促進し、後継者不足や農業の衰退を防止する。

あるべき姿

出典：ソーラーシェアリング上総鶴舞HP
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⑦ エネルギーネットワークプロジェクト 

 家庭や事業所等で発電した電力や生成した熱を蓄電･蓄熱し、地区単位で融通し合

うとともに、地区間をエネルギーネットワークでつなぎ、エネルギー資源が不足して

いる地区や不足している時間帯に、地域内で融通して利用できるような社会システム

を構築する。

取組概要 

・市民、事業者、行政

・大学等研究機関

ターゲット

①基本的な取り組みや創･省･親エネルギー推進プロジェクトに取り組み、エネルギー

の地産地消を目指す。

②地区単位で、電気や熱といったエネルギーを蓄電･蓄熱し、夜間や地区内で融通して

利用できるようにする。

③地区間をエネルギーネットワークでつなぎ、エネルギーを地域内で融通して利用で

きる社会システムを構築する。

展開方策 

参考事例 

 地域内でエネルギーを融通して利用することにより、これまで外部から購入してい

たエネルギーを地域内で賄い、お金が地域内で循環できるようになり、地域のエネル

ギーで豊かに暮らすまちを構築する。

あるべき姿

「飯田版マイクログリッド (長野県飯田市)」 

 飯田市では、「新たな公共」による飯田版マ

イクログリッド推進事業として、太陽と森の

エネルギーに水のエネルギーを加え、「ソーシ

ャルキャピタル」「エネルギーファイナンス」

の視点から地域で可能な限りクリーンエネル

ギーを活用する「飯田版マイクログリッド」

の構築を目指す事業、実証調査を行っている。

出典：「緑の分権改革」推進事業 成果報告書概要(飯田市)
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     プロジェクトの着実な推進に向けて 

4.1. 取り組みの検証可能な評価目標の設定 

 基本的な取り組みの進捗状況を把握し、必要に応じて見直しを図っていくため、基本方針に基づく取

組推進の方向性に対して、検証可能な評価目標を以下のとおり設定します。

①【創エネ】太陽光発電の導入を促進する 

 「太陽光発電の導入を促進する」に対しては、太陽光発電システムの導入件数を設定します。導入件

数は、再生可能エネルギーの固定価格買取制度を活用した電力会社への売電契約件数とし、現状の契約

件数を把握するともに、現状からの累積件数を把握･評価します。

※再生可能エネルギーの固定価格買取制度が継続されることを前提としています。

②【創エネ】多様なエネルギー源の利用を推進する 

 「多様なエネルギー源の利用を促進する」に対しては、豊明市内で導入されている新エネルギーの種

類を設定します。

第 4章 

（のぶながくんとよしもとくん）

 本章では、プロジェクトの着実な推進に向けて、取り組みの検証可能な

評価指標を設定するとともに、創･省･親エネルギー推進プロジェクトのロ

ードマップを示し、これを推進するための行動指針を示しています。
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③【省エネ】省エネルギー型ライフスタイルへ転換する 

 「省エネルギー型ライフスタイルへ転換する」に対しては、省エネルギー型ライフスタイルに取り組

む世帯数を設定します。エコポイントプロジェクトに関連させ、エコポイントの付与等によって取り組

む世帯数を把握し、評価します。

④【省エネ】省エネルギー機器･設備への更新を促進する 

 「省エネルギー機器･設備への更新を促進する」に対しては、省エネルギー機器･設備への更新件数を

設定します。エコポイントプロジェクトに関連させ、エコポイントの付与等によって更新件数を把握し、

評価します。

※③及び④は、エコポイントプロジェクトの実施に合わせて検証する方法を想定しています。

⑤【親エネ】エネルギー･環境学習の機会をつくる 

 「エネルギー･環境学習の機会をつくる」に対しては、子どもに対するエネルギー･環境学習の取組状

況を設定します。

⑥【親エネ】グリーンエネルギーに触れる機会をつくる 

 「グリーンエネルギーに触れる機会をつくる」に対しては、大人に対するグリーンエネルギーの触れ

る機会を設定します。



豊明市新エネルギー推進計画 

31 

4.2. プロジェクトのロードマップ 

 創･省･親エネルギー推進プロジェクトを計画的に推進するためのロードマップを以下に示します。

■創･省･親エネルギー推進プロジェクトのロードマップ 
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4.3. 市民･事業者･行政の行動指針 

① 市民 

 家庭における省エネルギー対策や新エネルギー導入は、一つひとつは小さな取り組みでも、集まれば

大きな効果を発揮することになります。豊明市のエネルギー･環境政策の主役は自分たちであるという

認識の下、事業者、行政と連携しながら、できることから取り組んでいくことが重要です。

② 事業者 

 事業活動に伴うエネルギー消費量は莫大であり、省エネルギー対策や新エネルギー導入を推進する上

で、事業者の役割は極めて大きなものがあります。エネルギー･環境政策を一つのビジネスチャンスと

して捉え、省エネルギー対策や新エネルギー導入を進めるとともに、域内経済活性化への貢献が期待さ

れます。

③ 行政 

 行政は、自らが率先して省エネルギー対策や新エネルギー導入、また、これらの普及促進活動を行っ

ていく必要があり、まさに市民･事業者にとっての羅針盤となる必要があります。本計画のプロジェク

ト推進にあたっては、行政が中心となり、市民･事業者と連携を図りながら進めていく必要があります。

【具体的な取り組み (例)】 

○省エネルギー対策や新エネルギー導入に関する様々な情報を収集し、知見を蓄える。

○国、県、市の補助制度等に関する情報を収集し、活用できるかどうか検討する。

○生ごみの分別やひまわりバスの利用、緑のカーテンによる日射遮蔽といった、日常的な環境配慮･

省エネルギー行動を実践する。

○環境イベントに参加したり、事業者･行政が取り組むプロジェクトに参加する。      など

【具体的な取り組み (例)】 

○省エネルギー対策や新エネルギー導入を担当する部署の設置や担当者の配置、従業員への教育の実

施など、社内での推進体制を設ける。

○エネルギー使用量の見える化等により、現状と課題を把握する。

○省エネルギー対策や新エネルギー導入に関して、新たなプロジェクトを検討したり、CSR 活動の一

環として積極的に取り組む。                            など

【具体的な取り組み (例)】 

○省エネルギー対策や新エネルギー導入に関する様々な情報を発信する。

○市民･事業者のニーズを把握し、省エネルギー対策や新エネルギー導入の促進につながる方策を検討

する。

○市民･事業者と調整･連携し、プロジェクトが円滑に進むための支援を行う。

○新エネルギー推進計画の進捗状況を管理し、必要に応じて軌道修正を図る。       など


